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〈概要〉 
 
 本研究は、機械工業の就労者を対象に 2024 年と 2025 年に行った調査に基づき、機械

工業における人工知能（AI）及びロボットの利用実態を概観するとともに、その経済効

果を定量的に試算する。本稿の特長は、第一に、パネルデータの利点を活かし、AI 利用

業務シェアや AI 利用の生産性効果を、以前から AI を利用している人と新たに利用を

始めた人の比較、また、この 1 年間の変化というダイナミクスに着目して分析する点で

ある。第二に、依然として利用実態が良くわかっていないサービスロボットの利用とそ

の経済効果を、産業用ロボットと比較する点である。結果の要点は以下の通りである。 
第一に、仕事に AI を利用する人はこの 1 年間に 2 倍以上に増加し、34％にのぼって

いる。また、今後利用するようになると予想している潜在的 AI 利用者が同程度ないし

それ以上存在する。 
第二に、AI 利用者における AI 利用業務シェアは平均約 12％、AI 利用の業務効率化

効果は約 20％で大きな変化は見られない。ただし、継続して AI を利用している人に限

って見ると、AI 利用業務シェア、業務効率化効果の増加が観察され、学習効果の存在を

示唆している。なお、分散は非常に大きく、少数の例外的な就労者を除き、AI を仕事に

利用している場合でも、現状では仕事全体のうちごく一部の業務で利用しているにとど

まり、業務効率化効果もさほど大きくはない。 
第三に、AI を利用していない人も含む機械工業全体の労働生産性への AI 利用の効果

は、AI がなかった場合と比較して 2025 年において 1.1％の「水準効果」で、2024 年の

数字（0.7％）と比べていくぶん大きい。潜在的 AI 利用者が実際に AI を利用し始める

ことによる追加的な生産性効果は、今後 5 年間年率 0.1％ポイント前後である。一方、

既に AI を利用している人の AI タスクシェアや効率性効果は増加しており、仮にこれ

らが線形に増加を続けるならば労働生産性を年率0.2～0.3％ポイント程度高める計算に
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なる。これらを合わせると、AI の業務利用が今後数年間、機械工業の労働生産性を年率

0.3～0.4％程度押し上げると概算される。ただし、AI の利用業務としては研究開発が最

も多いので、仮に研究開発の投資効率が高まるならば量的な効果はより大きくなる。 
第四に、この 1 年間に職場でのサービスロボット利用率が上昇しており、機械工業に

おいてはサービスロボットの中では輸送・物流用、検査・維持管理用のロボット利用が

多い。ロボット利用業務シェア、ロボット利用による省力化効果はいずれも平均 20％
前後で、ロボットの利用は職場の労働生産性をロボット利用がなかった場合と比較して

平均 5％前後高めており、サービスロボットよりも産業用ロボットの方が大きい。 
第五に、機械工業の就労者は職場における AI・ロボット利用拡大に肯定的な傾向が

強く、特に現実に AI やロボットを利用している人、職場の人手不足感が強い人ほど顕

著である。現状では労働者が自動化技術によって代替されることへの懸念よりも、人手

不足解消への期待の方がずっと強い。 
本稿の対象は機械工業の就労者に限られており、サンプルサイズも小さいので、ここ

での結果を日本経済全体に一般化することはできないこと、自動化技術による業務効率

化／職場の省力化効果は、回答者の主観的判断に基づいていること、本稿のデータは機

械工業就労者のバランスト・パネルであり、失職者、新規就労者、他産業への転職者を

カバーしていないことを、本稿の限界として留保しておきたい。AI やロボットの利用

実態やその効果を継続的にモニタリングしていくことが望ましい。 
 
Keywords: 人工知能、ロボット、機械工業、生産性 
JEL Classification: J24, L60, O33 
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人工知能・ロボット利用と生産性効果のダイナミクス：機械工業の実証分析 
 
 

１．序論 
 

 
経済成長率の向上、深刻な労働力不足への対応などの観点から、人工知能（AI）、ロ

ボットなど「自動化技術」への期待が高い。この 3 年ほどの間、生成 AI が急速に普及

し、資料作成、営業活動、顧客対応など多くの業務に利用されるようになっている。こ

うした中、AI の経済効果に関する研究が内外で進展している。1 具体的には、①特定

のタスク（業務）を対象とした実証実験に基づいて労働者の生産性への因果的な効果を

明らかにする研究（e.g., Noy and Zhang, 2023; Brynjolfsson et al., 2025; Kanazawa et al., 
2025）、②それらミクロレベルの研究結果に依拠しつつ、AI のマクロ経済効果を試算す

る研究（e.g., Aghion and Bunel, 2024; Filippucci et al., 2024; Acemoglu, 2025; Misch et al., 
2025）、③労働者へのサーベイに基づく AI 利用の業務効率化効果の分析（e.g., Bick et 
al., 2024; Humlum and Vestergaard, 2024; 森川, 2024, 2025）が挙げられる。多くの研究は

AI の利用が生産性を高めることを示しているが、その量的な大きさには極めて大きな

幅があり、今後の生産性効果には不確実性が高いのが現状である。 
製造業の生産現場で古くから利用されている産業用ロボットについては、多数国をカ

バーする国際ロボット連盟（International Federation of Robotics：IFR）のデータを用いた

実証研究がかなり早い時期から多数行われており（e.g., Graetz and Michaels, 2018; 
Kromann and Sørensen, 2019; Kromann et al., 2020; Cette et al., 2021; Dauth et al., 2021; Koch 
et al., 2021）、日本では日本ロボット工業会のデータを利用した研究例もある（e.g., Adachi 
et al., 2024）。一方、建設、物流、介護、宿泊・飲食といった労働力不足が深刻な分野で

サービスロボットの利用が拡がっているが、それらの利用実態や経済効果に関する研究

は乏しい。2 産業用ロボットはその外延がはっきりと定義されているのに対して、サー

ビスロボットはその範囲が広く、しかも外延が曖昧なこともあって、分析に必要なデー

タが乏しいことが主因である。ロボットが雇用や賃金に及ぼす研究のメタ分析である

Guarascio et al. (2025)は、既存研究のほとんどが産業用ロボットのみを対象としており、

サービスロボットの効果に関する研究を今後の重要課題だと指摘している。 
こうした状況を踏まえ、本研究は森川 (2024, 2025)を発展させ、機械工業の就労者を

対象に 2024 年と 2025 年に行った調査のパネルデータに基づき、機械工業における AI

 
1 AI の生産性効果に関する内外の研究動向は、森川 (2025)、大高・加藤 (2025)参照。 
2 数少ない例外として、日本の介護ロボットを対象とした Lee et al. (2025)が挙げられる。介

護ロボットの利用が介護施設の生産性を高めるとともに介護の質を高めているという結果

を報告している。 
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及びロボットの利用実態を概観するとともに、その経済効果を定量的に試算する。3 
2025 年調査は、2024 年 11 月に実施した調査（森川, 2025）への回答者のうち機械工業

の就労者を対象に 2025 年 11 月に追跡調査したもので、経年変化を観察することができ

る。本研究の貢献は、就労者レベルのパネルデータを用いて自動化技術の生産性効果の

ダイナミクスを明らかにすること、AI とロボットの経済効果を定量的に試算して比較

すること、まだ実態がほとんど解明されていないサービスロボットの実態を明らかにす

ることである。 
以下、第 2 節では本稿で使用する調査について解説する。第 3 節では AI に関する集

計・分析結果を、第 4 節ではロボットに関する集計・分析結果をそれぞれ報告する。第

5 節では、今後の AI・ロボットの利用拡大への就労者の見方についての集計結果を示

す。第 6 節は結論を要約するとともに、その限界や今後の課題を述べる。 
 
 

２．調査の概要 
 

本稿で使用するのは、日本の就労者を対象とした「仕事の現状と見通しに関するイン

ターネット調査」のデータである。同調査は、筆者が調査票を作成し、楽天インサイト

株式会社に委託して 2025 年 11 月に実施した（以下、「2025 年調査」）。4 対象は 20 歳以

上の就労者（収入のある仕事をしている人）である。2024 年 11 月に行った同様の調査

（以下、「2024 年調査」）をベースに、設問を追加・修正するとともに、サンプリングの

フレームワークを見直している。 
2025 年調査は、①2024 年調査への回答者のうち機械工業の就労者だった人（2,312 人）

への追跡調査、②「就業構造基本調査」（総務省）の性別・年齢別構成に合致するよう

に新たにサンプリングした就労者への調査の 2 つから構成されているが、具体的な設問

は共通である。本稿では、このうち追跡調査（①）のサンプルを使用する。勤務先の産

業として、「はん用・生産用・業務用機械製造業」、「電子部品・デバイス製造業」、「電

気機械製造業」、「情報・通信機器製造業」、「輸送用機械製造業」を選択した人を機械工

業就労者としている。 
回答者のうち 2025 年調査時点でも就労している人は 1,838 人だが、現在は機械工業

以外の産業で就労している人（229 人）を除き、2 年とも機械工業の就労者である 1,609
人のパネルデータを使用する。5 回答者の性別・年齢階層別・業種別の構成（2025 年）

 
3 Coyle and Poquiz (2025)は、AI の計測上の課題をサーベイし、労働者のタスクに投入され

る時間からのアプローチが、AI の生産性効果を計測する有力な方法だと指摘している。 
4 母集団は同社にモニター登録している約 230 万人のうち、サンプリングのための設問で現

在収入のある仕事をしていると回答した人である。 
5 全産業の就労者をカバーする②の回答者数は 5,680 人である。 
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は表 1 の通りである。2022 年「就業構造基本調査」（総務省）の有業者のうち機械工業

就労者の構成と比較すると、女性が非常に少なく年齢構成は高めである。業種別には電

気機械製造業が多く、汎用・生産用・業務用機械製造業が少ない。つまり「就業構造基

本調査」の性別・年齢階層別・業種別の構成比とはやや大きな乖離がある。本稿では回

答者の構成に起因するバイアスを避けるため、特に断らない限り「就業構造基本調査」

の性×年齢階層×業種別の有業者数構成になるようウエイト補正を行い、日本の機械工

業全体を代表する計数になるようにする。6 
調査内容は多岐にわたるが、本稿で主として用いるのは AI 及びロボットの利用状況

とその効果についての設問である。AI についての設問は、①仕事での AI 利用状況及び

今後の利用見通し、②AI を利用して行っている業務（タスク）の割合、③AI の利用に

よる主観的な業務効率化効果、④利用している AI のアプリケーション、⑤AI を利用

して行っている具体的な業務である。ロボットについての設問は、①職場でのロボット

（産業用ロボット、サービスロボット）の利用状況、②ロボットを利用して行われてい

る業務の割合、③ロボット利用による職場の省力化効果、④利用しているサービスロ

ボットの種類（2025 年調査の新規設問）である。7 これらのほか、職場における AI・
ロボット利用を今後増やすべきだと思うかどうかを尋ねている。設問の具体的な文言や

回答の選択肢は、次節以降で集計・分析結果と合わせて解説する。 

労働者特性のうち性別と年齢は、樂天インサイト株式会社から提供された情報である。

調査の中で尋ねているのは、就労形態（自営業主、正社員・正職員、パートタイムなど

10 区分）、勤務先の産業（43 区分）、職種（管理職、専門的・技術的職種、事務職など

12 区分）、企業規模（13 区分）、勤務地（都道府県）、勤続年数（年月の実数）、週労働

時間（「15 時間未満」～「75 時間以上」の 12 区分）、往復の通勤時間（「0 分（自宅で仕

事）」～「4 時間以上」の 10 区分）、2025 年の仕事からの年収見込み（「50 万円未満」～

「2,000 万円以上」の 18 区分）、最終学歴（小学校・中学校～大学院（博士課程）の 7 区

分）、職場における労働組合の有無を調査している。選択式の設問の場合、原則として

「就業構造基本調査」（総務省）に準拠した形で選択肢を設定しており、いずれも 2024
年調査と同じ設問及び選択肢である。8 

選択肢の区分が多い場合、分析に当たっていくつかの選択肢を統合して使用する。企

 
6 性（男女）×年齢階層（20～29 歳から 70 歳以上までの 10 歳刻み）×業種（機械工業 5 業

種）のセル毎の「就業構造基本調査」の有業者数を調査への回答者数で割った数字をウエイ

トに用いている。 
7 サービスロボットの種類は、International Federation of Robotics (2024)の分類に準拠する形

で区分している。 
8 本調査での仕事からの年間収入区分のうち 1,500 万円未満は「就業構造基本調査」と同じ

区分だが、「就業構造基本調査」の最上位区分（1,500 万円以上）は 3 分割した選択肢として

いる。 
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業規模は、従業者 20 人未満、20 人～299 人、300 人以上に統合する。9 最終学歴のうち

小学校・中学校、大学院（博士課程）という回答は少ないので、それぞれ高校卒以下、

大学院卒に統合した 5 区分とする。仕事からの年間収入別の集計をする際は、500 万円

未満、500 万円～999 万円、1,000 万円以上の 3 大区分に統合する。このほか週労働時間

及び仕事からの年間収入を回帰分析の変数として用いる場合は、各カテゴリーの中央値

を対数変換して使用する。10 
 
 

３．AI の利用実態と効果 
 

仕事での AI の利用状況に関する設問は、「あなたご自身は、仕事に AI を利用してい

ますか」で、「AI には生成 AI（Chat GPT、Copilot など）を含めてお答えください」と

注釈を付けている。昨今の生成 AI の急速な普及に鑑みると、意識せずに AI を仕事に利

用している人もありうる。この調査では、AI を意識的に利用しているかどうかを尋ね

ていると理解する必要がある。回答の選択肢は、「現在、仕事で AI を利用している」、

「現在は仕事に AI を利用していないが、今後 5 年以内に利用するようになると思う」、

「現在は仕事に AI を利用していないが、5 年よりも先に利用するようになると思う」、

「仕事に AI を利用しておらず、今後も利用しないと思う」の 4 つである。 
前節で述べた通り、以下の集計・分析は「就業構造基本調査」の性×年齢（20 歳以上

の 10 歳刻み）×業種別（機械工業 5 業種）の有業者数構成に合うようにウエイト補正し

た結果である。集計結果によれば（表 2, 3 参照）、仕事での AI 利用者は 34.2％で、2024
年の 14.4％から 2 倍以上に増加している。機械工業の業種別に見ると、情報・通信機器

製造業（59.3％）が最も高く、汎用・生産用・業務用機械製造業（26.0％）が最も低い

が、全ての業種でこの 1 年間に大きく増加している。なお、2025 年調査で「現在は仕事

に AI を利用していないが、今後 5 年以内に利用するようになると思う」と回答したの

は 18.5％、「現在は仕事に AI を利用していないが、5 年よりも先に利用するようになる

と思う」が 19.8％であり、これら潜在的 AI 利用者はあわせて 38.3％とかなり多い。11 
仕事での AI 利用状況の遷移を見ると、2024 年、2025 年と継続して利用している人

12.3％に対して、この 1 年間に新たに利用を始めた人が 21.9％いる。このほか、2024 年

には利用していたが 2025 年には利用していない人が少数（2.5％）存在する。 

 
9 このほかに「官公庁」という区分がある。 
10 連続変数にする際、週労働時間の「15 時間未満」は 13 時間、「75 時間以上」は 80.5 時間

として処理する。仕事からの年間収入の 50 万円未満」は 25 万円、「2,000 万円以上」は 2,125
万円として処理する。 
11 2024 年調査では、2 つ目と 3 つ目の選択肢は分かれておらず、「現在は仕事に AI を利用

していないが、今後利用するようになると思う」で、46.3％だった。 
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仕事に AI を利用している場合でも全ての業務（タスク）に利用しているのは稀で、

一部の業務で利用しているケースがほとんどである。AI 利用業務割合（AI タスクシェ

ア）についての質問は、「あなたの仕事全体の中で、AI を利用して行う業務は何％ぐら

いを占めていますか」で、具体的な数字（％）を回答する形式である。その結果によれ

ば、平均値は 2024 年 12.1％、2025 年 11.5％である（表 3 参照）。 

しかし、2024 年、2025 年と継続して AI を利用している人の場合、AI タスクシェア

の平均値は 13.3％から 17.6％へと 4.3％ポイント増加している（表 4 参照）。一方、2025
年に新たに AI を利用した人の AI タスクシェアは平均 8.1％で継続利用者に比べて小さ

く、新規 AI 利用者が 2025 年の平均値を押し下げている。なお、2024 年に AI を利用し

ていたが 2025 年には利用していない人の 2024 年時点での AI タスクシェアは平均 6.9％と

低く、AI 利用集約度の低かった人が AI の利用をやめたことが示唆される。 

上で見たのは AI 利用者の平均値であって分散は非常に大きく、中央値は 2024 年 10％、

2025 年 5％である。AI タスクシェアの分布を示したのが図 1 である。AI タスクシェア

10％以下の人が非常に多いことがわかる（2024 年 81.3％、2025 年 76.7％）。つまり、AI
を仕事に使っている人でも、文書や画像の作成など一部の業務で少し使っている人が大

多数で、AI 利用集約度の高い人はわずかである。就労者が実際に行っている仕事は、例

えば比較的シンプルな事務であっても、書類作成、打ち合わせや会議、社内外との調整

など多様なタスクから構成されているので当然と言えば当然である。AI の普及に伴っ

てホワイトカラーの仕事が失われる可能性が議論されているが、現状はそうした懸念に

はほど遠いことを示唆している。 
AI 利用による業務効率化効果についての質問は、「仕事にAIを利用することにより、

利用しない場合と比べて、その業務の効率性がどの程度高くなると感じますか」で、や

はり具体的な数字（％）を回答する形式である。なお、「AI の利用は仕事の効率性に関

係がない場合には、0（ゼロ）と記入してください」という注釈を付けている。12 業務

効率化効果の平均値は 2024 年 21.0％、2025 年 18.8％で、わずかに低下しているが変化

は小さい（表 3 参照）。やはり分散は非常に大きく（図 2 参照）、中央値は 2024 年 15％、

2025 年 10％である。 
2024 年、2025 年と継続して AI を利用している人の場合、業務効率化効果の平均値は

21.1％から 25.6％へと 4.5％ポイント増加している（表 4 参照）。一方、2025 年に新たに

AI を利用した人の業務効率化効果の平均値は 14.9％であり、AI タスクシェアと同様、

AI の新規利用者が 2025 年の平均値を押し下げている。なお、2024 年に AI を利用して

いたが 2025 年には利用していない人の 2024 年時点での業務効率化効果の平均値は

 
12 ただし、ゼロと回答したのは 2024 年 5.3％、2025 年 4.2％とごく少数である。極端に大き

な数字の回答を避けるため、回答可能な上限を 100％に設定しているが、100％という回答

は非常に少ない（2024 年 2 人、2025 年 7 人）ので、上限設定による影響はほとんどない。 
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20.8％で、継続して AI を利用している人と同程度だった。 
個々の回答者毎に AI タスクシェア×業務効率化効果として計算したのが生産性効果

で、当該就労者の仕事全体としての労働生産性がどれだけ高まったかを示すものである。

その結果によると、平均値は 2024 年 4.6％、2025 年 3.4％である（表 3 参照）。生産性

効果が低下しているのは意外かもしれないが、前述の通り AI タスクシェアや業務効率

化効果が小さい新規 AI 利用者が多いことが利用者全体の平均値を押し下げているため

である。分散は大きく（図 3 参照）、中央値は 2024 年、2025 年とも 1.0％である。10％
以上の生産性効果という人は 2024 年調査で 14.3％、2025 年調査で 8.1％に過ぎない。 

2024 年、2025 年と継続して AI を利用している人の場合、生産性効果の平均値は 5.3％
から 6.0％へと 0.7％ポイント上昇している。一方、2025 年に新たに AI を利用した人の

生産性効果の平均値は 1.9％であり、継続利用者に比べると低い。なお、2024 年に AI を
利用していたが 2025 年には利用していない人の 2024 年の生産性効果の平均値は 1.7％
で、継続利用者の平均値よりもかなり低かった。これらの結果は、AI の業務利用増大の

プロセスにおいて、①セレクション効果と②学習効果とが存在することを示唆してい

る。つまり、AI の効果が大きい業務を行っている人ほど早く AI を利用し始め、経年を

通じて利用業務を拡げたり、業務効率化効果が向上したりしていると考えられる。 
以上は AI を仕事に利用している就労者に限った効果だが、非利用者を含めて機械工

業全体の生産性に対する効果を概算すると、2025 年において AI がなかった場合と比較

して労働生産性を 1.1％高めている計算になる。2024 年は 0.7％だったので、この 1 年

間に機械工業の労働生産性を 0.4％上昇させた計算になる。 
潜在的 AI 利用者のうち「今後 5 年以内に利用するようになると思う」と回答したの

は 18.5％であり、仮にこれらの人が全て仕事に AI を利用するようになり、かつ、生産

性効果が現在の AI 利用者と同程度だと仮定すると、今後 5 年間、労働生産性を年率約

0.12％ポイント高める計算になる。ただし、前述のセレクション効果や学習効果を考慮

すると過大評価の可能性がある。仮に新規 AI 利用者の平均程度だと仮定すると、年率

0.07％ポイントという計算になる。一方、AI 利用者の生産性効果は 1 年間に 0.7％高く

なっているので、これら既利用者の AI タスクシェア、業務効率化効果が仮に線形に拡

大していくとすれば、今後、労働生産性を年率 0.25％ポイント押し上げる計算になる

（[6.0%-5.3%]*34.2%≒0.25%）。両者を合わせると、計算上は機械工業全体の労働生産性

を年率約 0.3～0.4％押し上げる計算になる。ただし、2 回の調査に基づく結果に過ぎず、

特に生産性効果が線形に拡大していくと想定した機械的な試算に過ぎないことを留保

しておきたい。 
2024 年調査、2025 年調査のデータをプールし、AI 利用の有無、AI タスクシェア、効

率化効果、生産性効果を個人特性で説明するシンプルな推計を行った結果が表 5 であ

る。ここでも性×年齢階層×業種別のウエイトを用いており、ダミー変数の参照カテゴリ

ーは、男性、50 歳台、高校卒以下、企業規模 19 人以下、労働組合なしである。その結
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果によれば、女性、30 歳代及び 40 歳代、高学歴者、労働組合のある職場に勤めている

人、年間収入の多い人ほど仕事に AI を利用している傾向がある。女性の方が AI を利用

しているというのは意外だが、機械工業の就労者が対象なので、女性は男性よりも工場

現場以外で勤務しているからかも知れない。一方、AI タスクシェア、業務効率化効果、

生産性効果は、女性、20 歳台、専門学校卒及び四年制大学卒、企業規模が大きい人が大

きい傾向がある。 
仕事に利用している AI のアプリケーションについての設問は 2024 年調査と同じ文

言で、「以下の AI のアプリケーションのうち、あなたがお仕事で利用しているものがあ

れば、すべて選んでください」で、「機械学習」、「自然言語処理（文書作成、翻訳など）」、

「画像認識・画像処理」、「会話・音声認識」、「意思決定システム」、「その他」の 6 種類

について尋ねている。集計結果は表 6 で、自然言語処理を利用している人が際立って多

く、2025 年には 78.1％にのぼる。次いで機械学習、会話・音声認識の順である。なお、

2024 年調査と 2025 年調査の違いは、新たな AI 利用者が増えていることによる影響が

あるので、数字が低くなっていることがそのアプリケーションの利用自体が減少してい

ることを意味しないことに注意する必要である。 
AI を利用して行っている業務についての設問も 2024 年調査と同じ文言で、「あなた

は、どのようなお仕事に AI を利用していますか。該当するものをすべて選んでくださ

い」で、選択肢は、「研究開発」、「生産管理」、「マーケティング」、「調達」、「顧客管理・

顧客対応」、「人事・労務関係」、「経理関係」、「法務関係」、「コンプライアンス対応」、

「その他」の 9 つである。集計結果は表 7 である。研究開発での利用が圧倒的に多く、

次いで生産管理、顧客管理・顧客対応である。13 やはり 2024 年調査と 2025 年調査の違

いは、AI 利用者が増えていることによる影響を含んでおり、研究開発での AI 利用が減

ったわけではない。 
機械工業では研究開発業務での AI 利用が活発であり、それによって研究開発の投資

効率が高まるとすれば、機械工業の生産性に対して単なる業務効率化効果を超えたプラ

ス効果を持つと予想される。機械工業の研究開発支出の名目付加価値額に対する比率は

足元で約 20％と大きく 14、研究開発投資の収益率を 30％と仮定すると 15、AI の利用に

よって研究開発投資の収益率が 1 割上昇するならば、TFP 上昇率が年率 0.6％ポイント

高まる計算になる。16 あくまでも量的なイメージをつかむための guestimate に過ぎない

 
13 「マーケティング」、「人事・労務関係」、「その他」を選択した回答者はなかったため、こ

れらを除いて作表している。 
14 「科学技術研究調査」（総務省）の社内使用研究費と「国民経済計算」（内閣府）の経済活

動別国内総生産（名目）から計算している。 
15 研究開発の投資収益率の代表的なサーベイ論文である Hall et al. (2010)が取り上げている

先行研究の平均値は 36％である。 
16 研究開発の生産性効果についての標準的な考え方によると、マクロ経済の生産性（TFP）
上昇率への効果は、研究開発投資の GDP 比率×研究開発投資の収益率として近似される（e.g., 
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が、研究開発の効率性向上を通じた効果は、前述の直接的な生産性効果よりも大きい可

能性がある。 
 
 

４．ロボットの利用実態と効果 
 

AI と違ってロボットは個人レベルではなく、工場、店舗など事業所（部署）単位で利

用されるのが一般的なので、就労者自身ではなく職場でのロボットの利用実態やその効

果を尋ねている。なお、職場のロボット利用の場合、回答者が引き続き機械工業の就労

者であっても、企業内での人事異動によって部署や仕事内容が変化したケース、機械工

業の中で他社に転職したケースがあり、その結果として職場のロボット利用状況が変化

することがあることに注意する必要がある。 
具体的な設問は、「あなたの職場ではロボットを使用していますか。職場とは、工場、

店舗、事務所など勤務先事業所という意味です」である。ロボットの範囲については、

「ロボットには、産業用ロボット（溶接、機械加工、組立など製造工程で使われるロボ

ット）、サービスロボット（配送・運搬用ロボット、建設用ロボット、清掃ロボット、

接客ロボット、医療・介護ロボットなど）が含まれます」と注釈している。回答の選択

肢は 2024 年調査と同様、「産業用ロボットのみを使用している」、「サービスロボットの

みを使用している」、「産業用ロボット、サービスロボットの両方を使用している」、「使

用していない」の 4 つである。 
機械工業従業者の職場におけるロボット利用の集計結果が表 8 及び図 4 である。産業

用ロボット、サービスロボットの少なくとも一方を利用しているという回答は 2025 年

38.7％で 2024 年（41.3％）よりも若干低下している。ロボットの利用自体が減少してい

る可能性は低いので、誤回答を別とすれば、前述した職場や担当業務の変化が影響して

いる可能性がある。17 業種別に見ると、輸送用機械製造業が最も高く 51.8％で、次いで

高いのが電子部品・デバイス製造業の 38.4％である。情報・通信機器製造業は最も低く、

2025 年 9.5％である。18 なお、産業用ロボット利用割合は 2024 年 40.1％、2025 年 37.8％
だが、サービスロボット利用割合は水準としては低いが、7.2％から 9.8％へと増加して

いる。これは両方のロボットを利用しているという回答の増加によるもので、機械工業

の中でも物流をはじめ労働力不足が深刻な業務でのサービスロボット活用が進んでい

るためだと考えられる。 
職場のロボット利用を被説明変数とするプロビット推計を行った結果が表 8 である。

 
後藤, 1993; 岡田, 2019）。 
17 職場のロボット利用の遷移を見ると、2024 年調査ではロボットが利用されていたが 2025
年調査では利用されていないという回答がかなり多い。 
18 情報・通信機器製造業のサンプルサイズが小さいことが影響している可能性がある。 
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説明変数は、機械工業の中での業種、企業規模、労働組合の有無、2025 年ダミーであ

る。産業用ロボット、サービスロボットいずれも、企業規模が大きい職場、労働組合が

ある職場でロボット利用確率が高い。 
職場のロボット利用業務シェアについての設問は、「あなたの職場の業務全体の中で、

ロボットを利用して行っている業務は何％ぐらいを占めていますか」で、具体的な数字

（％）を回答する形式である。集計結果によれば、平均値は 2024 年 19.6％、2025 年

19.5％で横ばいである（表 10 参照）。19 ロボットは AI と違って成熟した技術であるか

らだと考えられる。ただし、分散は大きく（図 5 参照）、中央値は 2024 年、2025 年とも

10％である。職場で利用されているロボットの種類別に集計すると（2024 年、2025 年

調査をプール）、平均値は産業用ロボットのみを使用している職場 19.0％、サービスロ

ボットのみを使用している職場 16.4％、両方を使用している職場 22.5％で、産業用ロボ

ットを利用する職場（工場）において利用業務シェアが高い（表 11 参照）。 
ロボット利用による業務効率化効果の設問は、「ロボットを使用することで、利用し

ない場合に比べて、何％程度少ない人数で同じ仕事を処理できると感じますか。ロボッ

トの利用の影響がないと思われる場合には、0（ゼロ）と記入してください」で、具体

的な数字（％）を回答する形式である。20 平均値は 2024 年 19.5％、2025 年 18.7％でほ

とんど違いはない（表 10 参照）。ただし分散は大きく（図 6 参照）、中央値は 2024 年、

2025 年とも 10％である。利用しているロボット種類別の平均値（2024 年、2025 年調査

をプール）は、産業用ロボットのみを使用している職場 19.1％、サービスロボットのみ

を使用している職場 15.5％、両方を使用している職場 19.5％で、産業用ロボットを利用

する職場において省力化効果が大きい（表 11 参照）。 
職場の業務全体の労働生産性を高める効果を、ロボット利用業務シェア×省力化効果

として計算すると、平均値は、2024 年 5.5％、2025 年 4.6％である（表 9 参照）。実際の

生産性効果が低下している可能性は低いので、主観的評価に起因する計測誤差のほか、

職場や担当業務の変化が影響している可能性がある。やはり分散は大きく（図 7 参照）、

中央値は 2024 年 1.0％、2025 年 1.5％である。 
以上の結果として、ロボットを利用していない職場の就労者を含めた機械工業全体の

労働生産性への効果―ロボットの利用がなかった場合との比較での水準効果―は、2024
年 2.3％、2025 年 1.8％という計算になる。この数字は前節で見た AI の生産性効果（＋

1.1％）よりもかなり大きい。ロボットの利用は早くから始まっており、ストックが多い

からだと考えられる。 
2025 年調査では、利用しているサービスロボットの種類を尋ねている。具体的な設

 
19 わずかに低下しているのは、サービスロボットの利用拡大が影響している可能性がある。 
20 回答可能な最大値は 100％に設定している。100％という回答は、2024 年 6 人、2025 年 2
人とごく少数である。 
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問は、「職場でサービスロボットが使用されている方に伺います。使われているロボッ

トをすべて選んでください」で、選択の対象としたサービスロボットは「清掃用」、「検

査・維持管理用」、「建設・解体用」、「輸送・物流用」、「救助・安全用」、「接客用」、「医

療・介護用」、「その他」の 8 種類である。国際ロボット連盟のサービスロボットの分類

（International Federation of Robotics, 2024）に準拠して類型化している。 

集計結果は図 8 の通りである。機械工業の職場で最も多く利用されているサービスロ

ボットは、輸送・物流用（60.4％）、次いで検査・維持管理用（51.7％）、清掃用（17.6％）

である。本稿で使用している機械工業のパネルデータではないが、同じ 2025 年調査で

の他産業への調査結果によれば、清掃用、輸送・物流用、接客用、検査・維持管理用、

建設・解体用、救助・安全用、医療・介護用の順にいずれも 10～30％であり、サービス

ロボットと言っても機械工業は製造現場に密接に関連したものの利用が圧倒的に多い。 
 
 

５．今後の自動化技術利用拡大への見方 
 

最後に、2025 年調査で導入した職場における今後の AI やロボット利用についての見

方を尋ねた結果を紹介する。具体的な設問は、「あなたの職場において、人工知能（AI）

やロボットの利用を増やすべきだと思いますか」で、選択肢は「大幅に増やすべきであ

る」、「増やすべきである」、「増やすべきではない」の 3 つである。集計結果によれば、

大幅に増やすべきである 12.8％、増やすべきである 68.7％、増やすべきではない 18.5％
で、自動化技術の利用拡大に肯定的な人が 8 割を超えている（図 9 参照）。21 この図に

は、現在仕事に AI を利用している人、ロボットが利用されている職場の人のサブサン

プルの集計結果も示している。AI を利用している人、ロボットが利用されている職場

の人は、今後の自動化技術の利用拡大に積極的な傾向が強く、約 9 割が肯定的である。

この結果からは、現時点で AI やロボットが雇用喪失をもたらすことへの懸念はほとん

ど見られない。 
大幅に増やすべきである=3、増やすべきである=2、増やすべきではない=1 を被説明

変数とし、各種個人特性で説明する順序プロビット推計を行った結果が表 12 である。

男性、大企業の従業者、年間収入の多い人が自動化技術の利用拡大に積極的な傾向があ

る。その上で、仕事に AI を利用している人、職場でロボットが利用されている人は自

動化技術の利用拡大に肯定的なことが観察される（同表(2)列参照）。 
既に見てきたように、仕事に AI を利用している人でも実際に AI を利用して行って

いる業務は仕事全体のごく一部だった。ロボットも同様で、職場の業務全体の中でロボ

 
21  機械工業以外の就労者のサンプルでの集計結果と比較しても、機械工業就労者は自動化

技術の利用拡大に積極的な傾向がある。 
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ットを用いて行われている業務は平均で 2 割前後である。つまり、ごく一部の例外を除

き、労働者が担っている多様なタスクのうち限られたタスクに自動化技術が適用されて

いる。それらタスクの効率化で節約された時間が他のタスクに振り向けられていること、

つまり仕事全体として見ると自動化技術が労働者を補完していることを示唆する結果

と言える。22 

自動化技術の利用に肯定的な傾向は、人手不足の深刻化が関係している可能性がある。

そこで、職場の人手不足感と自動化技術への見方の関係を見てみる。職場の人手不足感

についての設問は、「日本の労働力不足が深刻になっていますが、あなたの職場はいか

がですか。職場とは、工場、店舗、事務所など勤務先事業所という意味です」で、回答

の選択肢は、「深刻な人手不足である」、「やや人手不足である」、「人手不足ではない」、

「人手が余っている」の 4 つである。2025 年において深刻な人手不足 11.8％、やや人手

不足 61.1％で 8 割近くを占めており、機械工業においても人手不足感が強い。23  
自動化技術の利用拡大への見方とのクロス集計結果は図 10 である。職場の人手不足

感が強いほど今後の自動化技術利用拡大に積極的な傾向が強い。各種個人特性をコント

ロールした順序プロビット推計でも、人手不足感と自動化技術の利用拡大の間にシステ

マティックな関係が確認される（表 12 (2)列参照）。今後、人手不足がさらに強まってい

く場合、AI やロボットの利用が促進される可能性を示唆している。 

 
 

６．結論 
 

本稿は、機械工業就労者を対象とした 2024 年と 2025 年調査のパネルデータを使用

し、AI 及びロボットの利用実態とその生産性効果のダイナミクスを分析した。2 回の調

査に回答した就労者のサンプルを用いることで、構成変化の影響を受けない経年比較が

可能になる。集計・分析結果からわかったことの要点は以下の通りである。 
第一に、仕事に AI を利用する人はこの 1 年間に 2 倍以上に増加し、約 34％にのぼっ

ている。また、今後利用するようになると予想している潜在的 AI 利用者が同程度ない

しそれ以上存在する。第二に、AI 利用者における AI 利用業務シェアは平均約 12％、AI
利用の業務効率化効果は約 20％で大きな変化は見られない。ただし、継続して AI を利

用している人に限って見ると、AI 利用業務シェア、業務効率化効果の増加が観察され、

学習効果の存在を示唆している。なお、分散は非常に大きく、少数の例外的な就労者を

除き、AI を仕事に利用している場合でも、現状では仕事全体のうちごく一部の業務で

 
22 Engberg et al. (2025)は、ドイツ労働者の自動化技術（AI、ロボット）へのエクスポージャ

ー増大が、職業内でのタスク構成の変化をもたらしていることを示しており、本稿の結果は

それと整合的である。 
23 2024 年調査では、深刻な人手不足 13.6％、やや人手不足 62.5％だった。 
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利用しているにとどまり、業務効率化効果もさほど大きくはない。第三に、AI を利用し

ていない人も含む機械工業全体の労働生産性への AI 利用の 2025 年における効果は、

AI がなかった場合と比較して 1.1％の「水準効果」で、2024 年の数字（0.7％）と比べて

いくぶん大きくなっている。潜在的 AI 利用者が実際に AI を利用し始めることによる

追加的な生産性効果は、今後 5 年間年率 0.1％ポイント前後である。一方、既に AI を利

用している人の AI タスクシェアや効率性効果は増加しており、仮にこれらが線形に増

加を続けるならば労働生産性を年率 0.2～0.3％ポイント程度高める計算になる。これら

を合わせると、AI の業務利用が機械工業の労働生産性を今後数年間、年率 0.3～0.4％程

度押し上げると概算される。ただし、AI の利用業務としては研究開発が最も多いので、

仮に研究開発の投資効率が高まるならば量的な効果はより大きくなる。第四に、この 1
年間に職場でのサービスロボット利用率が上昇しており、機械工業においてはサービス

ロボットの中では輸送・物流用、検査・維持管理用のロボット利用が多い。ロボット利

用業務シェア、ロボット利用による省力化効果はいずれも平均 20％前後で、ロボット

利用は職場の労働生産性をロボット利用がなかった場合と比較して平均 5％前後高めて

おり、サービスロボットよりも産業用ロボットの方が大きい。第五に、機械工業の就労

者は職場における AI・ロボット利用拡大に肯定的な傾向が強く、特に現実に AI やロボ

ットを利用している人、職場の人手不足感が強い人ほど顕著である。現状では労働者が

自動化技術によって代替されることへの懸念よりも、人手不足解消への期待の方がずっ

と強い。 
ただし、本稿で用いた調査の対象は機械工業の就労者に限られており、サンプルサイ

ズも小さいので、この結果を日本経済全体に一般化することはできない。また、特に自

動化技術による業務効率化／職場の省力化効果は、回答者の主観的判断に基づく限界が

あることは言うまでもない。さらに、本稿のデータは 2024 年、2025 年とも機械工業の

就労者のバランスト・パネルであり、失職者・他産業への転職者や新規就労者はカバー

していないことも留保しておきたい。 
AI やサービスロボットは急速に普及が拡がっており、また、それらの技術的特性や

適用範囲も急速に変化しているので、その利用実態や効果を継続的にモニタリングして

いくことが望ましい。 
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表 1. サンプルの属性別構成 

 
（注）2025 年調査への回答者の構成比。 

 
 

表 2. 仕事での AI 利用者割合 

 
（注）「就業構造基本調査」（2022 年）の性別×年齢階層別×業種別のセル単位の有業

者数構成に合うようにウエイト補正（以下同様）。 
 
 

表 3. AI 利用業務割合、業務効率化効果、生産性効果 

 

 
 
  

属性 N 構成比 （参考）2022就調
男性 1,495 92.9% 76.3%
女性 114 7.1% 23.7%
20-29歳 14 0.9% 15.5%
30-39歳 82 5.1% 21.2%
40-49歳 330 20.5% 25.8%
50-59歳 701 43.6% 25.7%
60-69歳 451 28.0% 9.2%
70歳以上 31 1.9% 2.5%
汎用・生産用・業務用機械製造業 204 12.7% 35.2%
電子部品・デバイス製造業 322 20.0% 16.0%
電気機械製造業 527 32.8% 14.2%
情報・通信機器製造業 70 4.4% 5.2%
輸送用機械製造業 486 30.2% 29.4%
計 1,609 100.0%

2024 2025
機械工業計 14.4% 34.2%
汎用・生産用・業務用機械製造業 6.2% 26.0%
電子部品・デバイス製造業 13.6% 36.8%
電気機械製造業 16.6% 40.7%
情報・通信機器製造業 39.8% 59.3%
輸送用機械製造業 20.2% 35.6%

2024 2025
仕事にAIを利用 14.4% 34.2%
AI利用業務シェア 12.1% 11.5%
AI利用の業務効率化 21.0% 18.8%
AI利用者の生産性 4.6% 3.4%
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表 4. 継続利用者と新規利用者の比較 

 

 
 

表 5. 個人特性と AI の利用・効果 

 
（注）(1)は probit 推計、(2)～(4)列は OLS 推計。カッコ内はロバスト標準誤差。***: 
p<0.01, **: p<0.05。(1)列の R2は Pseudo R2。ダミー変数の参照カテゴリーは男性、50 歳

代、高校卒以下、従業者 20 人未満、労働組合なし、2024 年。 
 
 

表 6. 仕事に利用している AI のアプリケーション 

 
 
 
  

新規利用者
2024年 2025年 2025年

AI利用業務シェア 13.3% 17.6% 8.1%
AI利用の業務効率化 21.1% 25.6% 14.9%
AI利用者の生産性 5.3% 6.0% 1.9%

継続利用者

dF/dx Coef Coef Coef
女性 0.045 (0.004) *** 0.054 (0.003) *** 0.064 (0.004) *** 0.041 -0.004 ***

20-29歳 -0.041 (0.005) *** 0.029 (0.003) *** 0.010 (0.005) ** 0.007 -0.004 ***

30-39歳 0.073 (0.005) *** -0.012 (0.003) *** 0.006 (0.004)  -0.007 -0.004 ***

40-49歳 0.043 (0.004) *** -0.014 (0.003) *** 0.019 (0.004) *** -0.007 -0.004 ***

60-69歳 0.021 (0.006) *** 0.042 (0.004) *** 0.040 (0.006) *** 0.034 -0.004 ***

専門学校卒 -0.006 (0.007)  0.028 (0.005) *** 0.036 (0.009) *** 0.009 -0.004 ***

短大・高専卒 0.026 (0.009) *** -0.015 (0.004) *** -0.018 (0.006) *** -0.017 -0.004 ***

四年制大卒 0.103 (0.004) *** 0.030 (0.002) *** 0.055 (0.004) *** 0.015 -0.004 ***

大学院卒 0.110 (0.006) *** 0.016 (0.003) *** 0.004 (0.004)  0.003 -0.004 **

20-299人規模 0.040 (0.013) *** 0.049 (0.005) *** 0.109 (0.015) *** 0.024 -0.004 ***

300人以上規模 0.111 (0.010) *** 0.115 (0.005) *** 0.162 (0.015) *** 0.058 -0.004 ***

労働組合あり 0.042 (0.004) *** -0.085 (0.004) *** -0.110 (0.005) *** -0.053 -0.004 ***

ln週労働時間 0.002 (0.005)  0.018 (0.003) *** -0.016 (0.004) *** 0.008 -0.004 ***

ln年間収入 0.162 (0.005) *** 0.031 (0.002) *** -0.002 (0.003)  0.018 -0.004 ***

2025年 0.210 (0.003) *** 0.000 (0.002)  -0.019 (0.003) *** -0.009 -0.004 ***

Pseudo R
2
, R

2 0.1519 0.1351 0.1037 0.1743

(1) AI利用確率 (2) タスクシェア (3) 業務効率化 (4) 生産性効果

2024 2025
機械学習 45.8% 41.2%
自然言語処理（文書作成、翻訳など） 64.2% 78.1%
画像認識・画像処理 25.0% 17.5%
会話・音声認識 25.4% 19.9%
意思決定システム 9.4% 6.4%
その他 6.8% 1.8%
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表 7. AI を利用して行っている業務 

 
 
 

表 8. 職場のロボット利用率 

 
 
 

表 9. 職場でロボットが利用されている確率 

 

（注）(1)は probit 推計、(2)～(4)列は OLS 推計。カッコ内はロバスト標準誤差。***: 
p<0.01。(1)列の R2は Pseudo R2。ダミー変数の参照カテゴリーは、はん用・生産用・業

務用機械、従業者 20 人未満、労働組合なし、2024 年。 
 

 
  

2024 2025
研究開発 47.7% 40.4%
生産管理 25.6% 19.0%
調達 10.2% 4.8%
顧客管理、顧客対応 18.8% 8.0%
経理関係 10.1% 4.4%
法務関係、コンプライアンス対応 15.0% 7.4%

2024 2025
機械工業計 41.3% 38.7%
汎用・生産用・業務用機械製造業 37.4% 34.1%
電子部品・デバイス製造業 39.1% 38.4%
電気機械製造業 31.1% 30.8%
情報・通信機器製造業 11.0% 9.5%
輸送用機械製造業 55.9% 51.8%

dF/dx dF/dx dF/dx
電子部品・デバイス 0.007 (0.005)  -0.010 (0.005)  -0.004 (0.003)  

電気機械 -0.069 (0.005) *** -0.072 (0.005) *** -0.029 (0.002) ***

情報・通信機器 -0.294 (0.006) *** -0.288 (0.006) *** -0.058 (0.003) ***

輸送用機械 0.140 (0.004) *** 0.137 (0.004) *** -0.012 (0.002) ***

20-299人規模 0.331 (0.013) *** 0.404 (0.014) *** 0.052 (0.009) ***

300人以上規模 0.392 (0.008) *** 0.426 (0.008) *** 0.087 (0.004) ***

労働組合あり 0.037 (0.005) *** 0.034 (0.005) *** -0.015 (0.002) ***

2025年 -0.025 (0.004) *** -0.021 (0.004) *** 0.026 (0.002) ***

Pseudo R
2 0.067 0.0684 0.0258

(1) ロボット (2) 産業用ロボット (3) サービスロボット
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表 10. ロボット利用業務割合、業務効率化効果、生産性効果 

 

 
 

表 11. 利用しているロボットの種類別の平均値 

 
（注）2024 年調査、2025 年調査をプールして計算した数字。 

 
 

表 12. 労働者特性と自動化技術の利用拡大への考え方 

 
（注）順序プロビット推計。カッコ内はロバスト標準誤差。***: p<0.01。参照カテゴリ

ーは、男性、50-59 歳、高卒以下、企業規模 19 人以下、労働組合なし、AI・ロボットの

利用なし、人手不足ではない。 
  

2024 2025
職場のロボット利用 41.3% 38.7%
ロボット利用業務シェア 19.6% 19.5%
ロボット利用の省力化効果 19.5% 18.7%
ロボット利用職場の生産性 5.5% 4.6%

産業用ロボッ
トのみ

サービスロ
ボットのみ

両方を利用 計

職場のロボット利用 31.6% 1.1% 7.4% 40.0%
ロボット利用業務シェア 19.0% 16.4% 22.5% 19.5%
ロボット利用の省力化効果 19.1% 15.5% 19.5% 19.1%
ロボット利用職場の生産性 5.0% 3.6% 5.6% 5.1%

女性 -0.258 (0.015) *** -0.220 (0.016) ***

20-29歳 0.225 (0.018) *** 0.307 (0.019) ***

30-39歳 -0.102 (0.021) *** -0.064 (0.021) ***

40-49歳 0.014 (0.018)  0.017 (0.018)  

60-69歳 -0.155 (0.023) *** -0.127 (0.023) ***

70歳- 0.226 (0.041) *** 0.280 (0.042) ***

専門学校卒 0.393 (0.031) *** 0.388 (0.031) ***

短大・高専卒 -0.082 (0.031) *** -0.149 (0.030) ***

四年制大卒 0.242 (0.017) *** 0.228 (0.017) ***

大学院卒 0.395 (0.019) *** 0.406 (0.019) ***

20-299人規模 0.453 (0.037) *** 0.409 (0.038) ***

300人以上規模 0.789 (0.038) *** 0.772 (0.039) ***

労働組合あり 0.007 (0.040)  0.004 (0.046)  

ln週労働時間 0.030 (0.018)  0.032 (0.018)  

ln年間収入 0.302 (0.020) *** 0.296 (0.021) ***

AI利用 0.286 (0.013) *** 0.273 (0.013) ***

ロボット利用 0.361 (0.014) *** 0.331 (0.014) ***

深刻な人手不足 0.599 (0.014) ***

やや人手不足 0.111 (0.026) ***

人手過剰 -0.213 (0.017) ***

Pseudo R2 0.1078 0.1206

(1) (2)
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図 1. AI タスクシェアの分布 

 
 
 

図 2. AI の業務効率化効果の分布 
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図 3. AI の生産性効果の分布 

 
 
 

図 4. 職場でのロボット利用割合 
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図 5. ロボット利用業務割合の分布 

 
 
 

図 6. ロボット利用の省力化効果の分布 
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図 7. ロボット利用の生産性効果の分布 

 
 
 

図 8. 利用されているサービスロボットの種類 

 
（注）職場でサービスロボットが利用されていると回答した人を対象とした複数選択。 
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図 9. 職場における自動化技術拡大への考え方 

 
 
 

図 10. 人手不足感と自動化技術拡大への考え方 

 
 
 


